
【法人事業税の税率】

【特別法人事業税の税率】

　令和３年４月１日以後に提出する法人県民税・事業税に係る申告書等について，提出
者等の押印を求めているものについては原則押印を要しないこととされました。
　郵送等でお送りする申告書等については，押印欄や「印」の表示等を削除していく予
定ですが，様式の種類によっては押印欄等がある様式をお送りする場合もございます。
これらの様式についても押印は不要です。

【押印が不要となった申告書】
　第６号様式，第６号様式（その２），第６号の３様式，第６号の３様式（その２），
　第１１号様式，第１０号の３様式
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電気事業法の改正に伴い，令和３年度税制改正において，電気供給業に「配電事業」及び

「特定卸供給事業」が創設され，法人事業税の課税方式の見直しが行われました。

令和４年４月１日以後に終了する事業年度から，次の各割の合算額となります。


